
データヘルス計画書
第2期計画書

最終更新⽇︓令和 3年 3⽉ 30⽇

神奈川県鉄⼯業健康保険組合



資格 対象
事業所 性別 対象者

2 既
存

情報提供事業
（ポピュレーション
アプローチ）

【⽬的】
・健康に関する意識づけを⾏い、フォロー事業への参加
を促す
【概要】
・定期健診および⼈間ドックの健診結果から「健康年齢
通知」を発⾏
・被保険者35歳以上、被扶養者・任継40歳以上を
対象に年⼀回発⾏とする

・被保険者
・被扶養者
・任意継続
被保険者

全て 男⼥ 35 〜 74 全員 ・対象者の抽出 ・外部委託業者を
活⽤︓㈱JMDC

2 既
存 情報提供事業

【⽬的】
・ヘルスリテラシーの向上
【概要】
・健保委員への研修会、算定基礎説明会、保健事業
セミナーを開催（開催時期︓6⽉、10⽉）

・被保険者
・被扶養者 全て 男⼥ 下限

なし 〜 上限
なし 全員

・事業主及び事務
担当者へ参加を依
頼

・外部委託業者の
活⽤︓講師等

2 既
存

各種啓蒙周知
利⽤促進

【⽬的】
・ヘルスリテラシーの向上
【概要】
・機関誌を発⾏し、健保組合の運営、収⽀、保健事業
等を加⼊者へ情報発信する
・健康保険制度の周知また検診内容・費⽤改定等の
お知らせ

・被保険者
・被扶養者 全て 男⼥ 下限

なし 〜 上限
なし 全員 - -

3

既
存
︵
法
定
︶

特定健診
（被保険者）

【⽬的】
・特定健診の受診率向上、加⼊者の健康維持・増進
【概要】
・メタボリックシンドロームに着⽬した健康状況の把握お
よびリスク者スクリーニング
・事業主が⾏う定期健康診査と併せて実施
・午後の健診、夜勤明け健診等の⾎糖徹底対策
（実施時期︓通年、年/⼀回、費⽤補助︓あり）
・償還払い事業所への補助（特定健診データ作成料
を負担）

・被保険者 全て 男⼥ 40 〜 74 全員

・対象者の抽出
（健診データ未受
領状況の把握）
・参加の促進

・事業主へ特定健
診データの提出を
働きかける

3

既
存
︵
法
定
︶

特定健診
（被扶養者）

【⽬的】
・特定健診の受診率向上、加⼊者の健康維持・増進
【概要】
・メタボリックシンドロームに着⽬した健康状況の把握お
よびリスク者スクリーニング
・健保連の契約する集合契約AタイプBタイプに加⼊す
る健診機関において健診実施が可能
・対象者の⾃宅へ直送（発送時期︓6⽉、実施期
間︓通年、年/⼀回、費⽤補助︓全額健保負担）
・東振協の特定健診も利⽤可能とする

・被扶養者
・任意継続
　被保険者

全て 男⼥ 40 〜 74 全員
・対象者の抽出
・案内⽂書による参
加の促進

・被扶養者台帳の
整備
・事業主を通じて受
診機会の働きかけ

3

既
存
︵
法
定
︶

特定健診未受
診者への受診勧
奨

【⽬的】
・特定健診未受診者への受診勧奨
【概要】
・未受診者へのフォロー対策として受診勧奨ハガキを送
付（発送時期︓11⽉）

・被扶養者
・任意継続
　被保険者

全て 男⼥ 40 〜 74 全員
・対象者の抽出
・ハガキによる受診
勧奨

・事業主を通じて受
診機会の働きかけ

実施計画

アウトプット指標

健康課題との関連

アウトカム指標

実施体制

・継続 ・継続

・継続 ・継続 ・継続

・算定基礎説明会・保健事
業セミナー（「職域における
がん対策」）を実施

・算定基礎説明会・保健事
業セミナー（「オリンピックに
向けて変わる⽇本の禁煙対
策」）を実施

・開催中⽌ ・該当なし

・算定基礎説明会をオンラ
インにて開催
・保健事業セミナーのオンラ
イン開催を予定（「喫煙を
取り巻く環境変化最新情
報（仮）」）

・継続 ・継続

加⼊者への意識づけ

保
健
指
導
宣
伝

・対象者を40歳以上の特
定健診を実施した被保険
者とする
・発送時期を3ヶ⽉毎とする
・健診項⽬の追加（⾎清ク
レアチニン）を周知するリー
フレットを同封

職場環境の整備

勘定
科⽬ 平成33年度 平成34年度 平成35年度

・重複・頻回受診等を周知
するリーフレットを同封 ・継続 ・継続

・特定健診の受診率が低い・継続実施 ・継続

平成31年度 平成32年度

・継続

・特定健診の受診率が低い

・特定健診の受診率が低い

・受診券、健診案内を個⼈
宅へ直送
・集合契約・東振協にて受
診可

・継続 ・継続 ・特定健診の受診率が低い

・継続 ・継続 ・継続

・継続

・継続

・⾮肥満者の中でも保健指導
基準値以上、受診勧奨基準
値以上の者が存在する
・受診勧奨基準値以上でレセ
プトがない者が1135名いる

・対象者を35歳以上の特
定健診を実施した被保険
者に変更
・発送時期を1ヶ⽉毎に変
更
・⽣活習慣病注意喚起を
周知するリーフレットを同封

・対象者に40歳以上の特
定健診を受診した被扶養
者を追加
・発送時期を2ヶ⽉毎に変
更
・受動喫煙対策を周知する
リーフレットを同封

・機関誌の発⾏、各種ﾊﾟﾝﾌ
ﾚｯﾄ、ポスターを定期的に発
⾏

・継続

STEP3 保健事業の実施計画
注1)
事業
分類

事業名 事業の⽬的および概要
対象者

実施
⽅法

個別の事業

特
定
健
康
診
査
事
業

・事業主と連携した健診受
診の実施 ・継続

・償還払いでの健診実施事
業所へデータ提供を依頼
・未受診・未請求の減少を
⽬指しスコアリングレポート
送付時に⽂書にて周知

・特定健診未受診者へ受
診勧奨ハガキを送付 ・継続 ・継続

年齢 平成30年度



資格 対象
事業所 性別 対象者

実施計画

アウトプット指標

健康課題との関連

アウトカム指標

実施体制勘定
科⽬ 平成33年度 平成34年度 平成35年度平成31年度 平成32年度

STEP3 保健事業の実施計画
注1)
事業
分類

事業名 事業の⽬的および概要
対象者

実施
⽅法年齢 平成30年度

4

既
存
︵
法
定
︶

特定保健指導

【⽬的】
・特定保健指導の受診率向上、メタボリックシンドローム
対象者の減少
【概要】
・㈱保健⽀援センターに委託し、全国の事業所を巡回
し対⾯での指導、またはICTによる遠隔保健指導の実
施が可能

・被保険者 全て 男⼥ 40 〜 74 基準
該当者

・対象者の抽出
（全員対象）
・事業主へ協⼒を
依頼
・委託先︓㈱保健
⽀援センターによる
⽀援

・データの整備
・委託先︓㈱保健
⽀援センターによる
⽀援

4

既
存
︵
法
定
︶

特定保健指導

【⽬的】
・特定保健指導の受診率向上、メタボリックシンドローム
対象者の減少
【概要】
・集合契約AタイプBタイプにより健診⽇当⽇の保健指
導のみを可能とする。
・㈱フィッツプラスに委託し、対⾯式またはICTによる遠隔
指導の実施を可能とする。

・被扶養者
・任意継続
　被保険者

全て 男⼥ 40 〜 74 基準
該当者

・対象者の抽出
（全員対象）
・委託先︓集合契
約AタイプBタイプ、
㈱フィッツプラスによ
る⽀援

・データの整備
・委託先︓㈱フィッ
ツプラスによる⽀援

8 既
存 育児⽀援事業

【⽬的】
・育児に関する情報発信
【概要】
・⼦供が誕⽣した家庭に育児⽀援を⽬的として育児書
を送付する（⽉に⼀回、育児書を贈呈）

・被保険者
・被扶養者 全て 男⼥ 下限

なし 〜 上限
なし 全員

・対象者の抽出
（出産育児⼀時
⾦の確認により育
児書を発送）
・委託先から対象
者⾃宅へ冊⼦を送
付

・委託先︓⾚ちゃん
とママ社から冊⼦を
送付

7 既
存

後発医薬品促
進事業

【⽬的】
・後発医薬品への使⽤促進、調剤医療費の適正化
【概要】
・後発医薬品への切り替えが可能な加⼊者に「ジェネ
リック医薬品のお知らせ」を発⾏

・被保険者
・被扶養者 全て 男⼥ 下限

なし 〜 74 基準
該当者

・対象者の抽出
・事業主へ利⽤の
促進

・外部委託事業者
を活⽤︓㈱⼤正
オーディット

4 既
存

重症化予防事
業（ハイリスクア
プローチ）

【⽬的】
・早期発⾒・早期治療により糖尿病の重症化を抑制す
る
【概要】
・健診結果において⽣活習慣病罹患の可能性があり、
医療機関へ受診していないと思われる⽅を対象に「受
診勧奨通知」を発⾏

・被保険者 全て 男⼥ 35 〜 74 基準
該当者

・対象者の抽出
・事業主へ受診の
促進

・外部委託事業者
を活⽤︓㈱JMDC

8 既
存

医療費通知事
業

【⽬的】
・医療費の適正化を⽬指す
【概要】
・総医療費が年間5万円を超える世帯を対象に「医療
費通知」を発⾏（1回/年）

・被保険者
・被扶養者
・任意継続
被保険者

全て 男⼥ 下限
なし 〜 上限

なし
基準

該当者 ・対象者の抽出
・外部委託事業者
を活⽤︓㈱⼤正
オーディット

8 既
存

データヘルス関連
事業費

【⽬的】
・データの分析・管理
【概要】
・分析システムへの登録・管理・作成費⽤

- 全て 男⼥ 下限
なし 〜 上限

なし - ・委託業者へデータ
の授受

・外部委託事業者
を活⽤︓㈱JMDC

保
健
指
導
宣
伝 ・継続 ・継続 ・継続 ・継続

・継続 ・継続

・内臓脂肪症候群該当者・予
備群と特定保健指導対象者
が多くあるが、被扶養者の特
定保健指導は実施していない
・特定保健指導による改善
者・悪化者の割合では、改善
効果はあるものの、改善者より
悪化者の⽅が多い
・内臓脂肪症候群該当者・予
備群率が全組合集計と⽐べ
て⾼い
・⾮肥満者の中でも保健指導
基準値以上、受診勧奨基準
値以上の者が存在する

特
定
保
健
指
導
事
業

・ICTによる保健指導の実
施 ・継続 ・継続

・被扶養者の特定保健指
導会に向け、対象者の把
握、外部業者の選定を⾏う

・対象者の意識づけを⽬的
として、⽀援レベルに該当す
る者、全員を指導対象とし
て実施
・集合契約AタイプBタイプの
健診機関において、保健指
導の利⽤が可能
・対象者への案内通知は該
当者の個⼈宅へ直送とす
る。

・対象者の意識づけを⽬的
として、⽀援レベルに該当す
る者、全員を指導対象とし
て実施
・集合契約AタイプBタイプの
健診機関では、健診⽇当
⽇の保健指導のみが実施
可能
・㈱フィッツプラスにおいて対
⾯またはICTを利⽤した遠
隔指導の実施が可能
・対象者への案内通知は該
当者の個⼈宅へ直送とする

・継続

・対象者の意識づけを⽬的
として⽀援レベルに該当する
者、全員を指導対象として
実施
・事業所担当者を経由し、
対象者へ案内通知を発送

・継続 ・ICTによる保健指導のテス
ト実施

・特定保健指導による改善
者・悪化者の割合では、改善
効果はあるものの、改善者より
悪化者の⽅が多い
・内臓脂肪症候群該当者・予
備群率が全組合集計と⽐べ
て⾼い
・⾮肥満者の中でも保健指導
基準値以上、受診勧奨基準
値以上の者が存在する

・⼦供が誕⽣した家庭に⽉
に⼀回、⼀年間育児書を
贈呈

・継続 ・たばこに関するリーフレット
を同封 ・継続 ・継続 ・継続 ・該当なし

・ジェネリック促進通知、
「ジェネリック医薬品のお知ら
せ」を発⾏
・対象年齢12歳以上の加
⼊者かつ切替⾦額が200
円以上（実施︓2回/
年）

・年齢に応じて切替差額を
設定

・切替差額を200円以上
都市、⼀部、年齢、ジェネ
リック資料率により切替差額
を設定

・年齢に応じて切替差額を
設定 ・継続 ・継続 ・被保険者の後発医薬品使

⽤率が低い

・健診結果において⾎糖値
が受診勧奨値以上の未受
診者に対し受診勧奨を実
施

・健診結果において⽣活習
慣病（⾎糖・⾎圧・脂質）
が受診勧奨値以上の未受
診者に対し受診勧奨を実
施

- ・継続 ・継続 ・継続 ・継続 ・継続 ・該当なし

・医療費では呼吸器系疾患、
循環器系疾患、内分泌・栄
養・代謝疾患が上位を占めて
いる
・受診勧奨基準値以上でレセ
プトがない者が1135名いる

・事業所を経由して納品 ・継続 ・継続 ・継続 ・継続 ・継続 ・該当なし



資格 対象
事業所 性別 対象者

実施計画

アウトプット指標

健康課題との関連

アウトカム指標

実施体制勘定
科⽬ 平成33年度 平成34年度 平成35年度平成31年度 平成32年度

STEP3 保健事業の実施計画
注1)
事業
分類

事業名 事業の⽬的および概要
対象者

実施
⽅法年齢 平成30年度

3 既
存

特定健診
（被保険者）

【⽬的】
・特定健診（被保険者）若年者対策として実施
【概要】
・メタボリックシンドロームに着⽬した健康状況・傾向等を
把握及びスクリーニング検査を実施（実施︓通年）

・被保険者 全て 男⼥ 35 〜 39 全員

・対象者の抽出
（健診データ受領
状況の把握）
・参加の促進

・データの整備
・委託契約機関と
の連携体制の構築

3 既
存

肝炎ウィルス
検査

【⽬的】
・Ｂ型・Ｃ型肝炎の早期発⾒
【概要】
・費⽤の全額を補助
・事業主が⾏う定期健康診査と併せて実施
但し、結果報告はプライバシー確保のため本⼈のみ

・被保険者 全て 男⼥ 35 〜 74 5歳毎

・対象者の抽出
・参加の促進
・事業主が⾏う定
期健康診査と併せ
て実施（結果報告
はプライバシー保護
のため本⼈のみに
通知）

・データの整備
・委託契約機関と
の連携体制の構築

3 既
存 ⼤腸がん検診

【⽬的】
・⼤腸がんの早期発⾒
【概要】
・便潜⾎2回法による実施
・費⽤の全額を補助

・被保険者 全て 男⼥ 35 〜 74 全員 ・対象者の抽出
・参加の促進

・データの整備
・委託契約機関と
の連携体制の構築

3 既
存 胃検診

【⽬的】
・胃がんの早期発⾒
【概要】
・バリウム検査による実施
・費⽤の全額を補助

・被保険者 全て 男⼥ 35 〜 74 全員 ・対象者の抽出
・参加の促進

・データの整備
・委託契約機関と
の連携体制の構築

3 既
存 肺がん検診

【⽬的】
・肺がんの早期発⾒
【概要】
・原則2⽅向　※撮影⽅向は健診機関により異なる
・費⽤の全額を補助

・被保険者 全て 男⼥ 40 〜 74 全員 ・対象者の抽出
・参加の促進

・データの整備
・委託契約機関と
の連携体制の構築

3 既
存 ⼈間ドック

【⽬的】
・加⼊者の健康維持
【概要】
・対象者は、被保険者35歳以上、被扶養者40歳以
上
・費⽤の⼀部を補助（希望制）

・被保険者
・被扶養者 全て 男⼥ 35 〜 74 全員 ・対象者の抽出

・参加の促進

・データの整備
・委託契約機関と
の連携体制の構築

3 既
存

乳がん・
⼦宮がん検診

【⽬的】
・婦⼈科系疾患の早期発⾒
【概要】
・費⽤の全額を補助（希望制）

・被保険者
（⼥⼦）
・被扶養者

全て ⼥性 20 〜 74 全員 ・対象者の抽出
・参加の促進

・データの整備
・委託契約機関と
の連携体制の構築

3 新
規

家庭⽤常備薬の
斡旋

【⽬的】
・医療費の抑制
【概要】
・疾病予防と健康管理の⼀助として、家庭⽤常備薬を
斡旋

・被保険者
・被扶養者 全て ⼥性 下限

なし 〜 上限
なし 全員 ・健保にて常備薬

販売業者を選定 ・データの整備

体
育
奨
励

5 既
存

スポーツクラブ
ルネサンス

【⽬的】
・加⼊者の健康維持・増進
【概要】
・健康保持増進対策の⼀環としてスポーツクラブの利⽤
が可能（法⼈契約︓無償）

・被保険者
・被扶養者 全て 男⼥ 18 〜 74 全員 ・参加の促進（組

合広報誌） ・データの整備

疾
病
予
防
事
業

・継続 ・継続

・特定健診（被保険者）
若年者対策としてメタボリッ
クシンドロームに着⽬した健
康状況・傾向等を把握及
びスクリーニング検査を実施

・継続 ・継続 ・該当なし

・事業主が⾏う定期健康診
査と併せて実施
・結果報告はプライバシー保
護のため本⼈のみに通知

・継続 ・継続 ・継続

・継続 ・継続 ・継続

・利⽤券を廃⽌し、利⽤申
込書を直接健診機関へ提
出

・継続 ・継続

・継続 ・継続 ・継続

・継続

・受診前に利⽤券の発⾏を
健保組合へ依頼 ・継続 ・継続

・胃がんの早期発⾒を⽬的
として検査の実施可
ただし、胃カメラは補助対象
外

・継続 ・継続
・悪性新⽣物は、消⽕器、乳
房、呼吸器、胸腔内臓器の
医療費が多い

・継続 ・継続 ・継続

・広報誌・ホームページによ
り周知 ・継続 ・継続 ・継続 ・継続 ・継続 ・該当なし

・組合広報誌にて加⼊者へ
周知（周知時期については
未定）

・継続

・悪性新⽣物は、消⽕器、乳
房、呼吸器、胸腔内臓器の
医療費が多い

・利⽤券を廃⽌し、利⽤申
込書を直接健診機関へ提
出

・継続 ・継続

・肺がんの早期発⾒を⽬的
として検査の実施可 ・継続 ・継続

・悪性新⽣物は、消⽕器、乳
房、呼吸器、胸腔内臓器の
医療費が多い

・継続 ・継続 ・継続 ・継続
・季節性疾患（アレルギー性
⿐炎、インフルエンザ）の医療
費が多い

・悪性新⽣物は、消⽕器、乳
房、呼吸器、胸腔内臓器の
医療費が多い

・受診前に利⽤券の発⾏を
健保組合へ依頼 ・継続 ・継続

・悪性新⽣物は、消⽕器、乳
房、呼吸器、胸腔内臓器の
医療費が多い

・継続

・悪性新⽣物は、消⽕器、乳
房、呼吸器、胸腔内臓器の
医療費が多い

・継続 ・継続 ・継続

・⼤腸がんの早期発⾒を⽬
的として検査の実施可



資格 対象
事業所 性別 対象者

実施計画

アウトプット指標

健康課題との関連

アウトカム指標

実施体制勘定
科⽬ 平成33年度 平成34年度 平成35年度平成31年度 平成32年度

STEP3 保健事業の実施計画
注1)
事業
分類

事業名 事業の⽬的および概要
対象者

実施
⽅法年齢 平成30年度

5 新
規 喫煙対策事業

【⽬的】
・喫煙者の減少
【概要】
・禁煙セミナーの開催、ポスターや健保機関誌への掲載
による啓蒙活動
・外部業者を利⽤してオンライン禁煙外来を実施

・被保険者 全て 男⼥ 40 〜 74 全員 ・対象者の抽出
・参加の促進

・外部委託事業者
を活⽤︓㈱リンケー
ジ
・講師の選定

5 新
規

重複・頻回受診
通知事業

【⽬的】
・適正受診による医療費の抑制
【概要】
・重複・頻回受診者に対して通知を⾏う。
・複数機関に受診している者、または同⼀薬効の薬を
処⽅している者等

・被保険者
・被扶養者
・任意継続
被保険者

全て 男⼥ 下限
なし 〜 上限

なし 全員 ・対象者の抽出
・外部委託事業者
を活⽤︓㈱⼤正
オーディット

・実施内容の検討 ・継続 ・継続

・対象者抽出後、事業所を
経由して本⼈へ通知
・複数医療機関に受診、同
⼀薬効の薬を処⽅している
者を対象とする

・継続 ・継続 ・該当なし

保
健
指
導
宣
伝

・オンライン禁煙外来募集セ
ミナーの実施及び喫煙対策
事業の開始

・継続 ・継続

　注１）　１．職場環境の整備　　２．加⼊者への意識づけ　　　３．健康診査 　　４．保健指導・受診勧奨　　５．健康教育　　６．健康相談　　７．後発医薬品の使⽤促進　　８．その他の事業

新規事業

・実施内容の検討

・事業所への周知活動
（職場環境整備の促進）
・保健事業セミナーにてオン
ライン禁煙外来をPR

・オンライン禁煙外来のテス
ト実施 ・喫煙者が多い


